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Meyer, Gheen, Anderson, & Kang, 2002；中学生を


























の 1 年生 07P1 の学生 110 名と 07E の学生 83 名，









（3）1 年生から 2 年生への経年変化
　上述の（2）は，学年経過でどのように変化する
のだろうか。2007 年度入学の 07P 学生 108 名と












































































析を行った。分析の結果を表 1 に示す。第 1 因子












　2008 年度には，08E121 名，08P111 名，07E





214，216 が高い負荷を示した。これは 2007 年度
に実施された調査の第 1 因子の項目と同一である。










まとまった。P に所属する大学生 107 名と短期大































































































デル 2）。適合度指標は，GFI ＝ .899，AGFI ＝ .852，





た（モデル 3）。その結果，適合度指標は，GFI ＝ .873，










項 目 Q304, 306, 308, 310, 312, 313 が 高 い 負 荷
を示した。これらは，教員の成績を重視する教授
志向を反映しているため「遂行構造因子」と命名




第 2 因子では，α =.74 であり，信頼性が確認された。
（2）2008 年度調査
　分析の結果を表 2 に示す。第 1 因子には，項目
































示した。2007 年度調査ではこの第 2 因子に含まれ









算出したところ， α＝ .74 となった。また Q301，
309 の項目を加えて同係数を算出したところ，α

























第 1 因子には，「制度利用因子」を構成する 4 項目
Q402, 408, 414, 420 と項目 Q422（実践的利用価
値を構成する項目）が高い負荷を示し（α＝ .86），
第 5 因子には，「実践的利用価値因子」の 3 項目
Q404, 410, 416 が高い負荷を示した（α ＝ .83）。
（2）2008 年度調査
　因子分析を実施したところ，4 因子が抽出された。
2007 年度調査と一致したのは第 3 因子「私的獲得
価値因子」（α＝ .86）と第 4 因子「公的獲得価値
因子」（α＝ .80）だった。第 1 因子は実践的利用
価値を反映する 4 項目 Q404，410，416，422 と
制度利用価値を反映する 3 項目 Q402，414，420
から構成された（α＝ .91）。また第 2 因子は興味
価値を反映する 4 項目 Q401，407，413，419 と
制度利用価値を反映する 1 項目 Q408 から構成さ
れていた（α＝ .88）。
　次に因子数を 5 と指定して分析を実施したとこ
ろ，第 3 因子と第 4 因子はそれぞれ「私的獲得価
値因子」と「公的獲得価値因子」を反映する項目か
ら構成されており，伊田の尺度構成と一致した。し
かし，第 1 因子は実践的利用価値を反映する 3 項
目と制度的利用価値を反映する 3 項目 Q402，420
から構成され，第 2 因子は興味価値を反映する 4
項目 Q401，407，413，419 と制度利用価値を反
映する 1 項目 Q408 から構成され，そして第 5 因



















興味価値 学習内容のおもしろさ 401，407，413，419 .911 .893
制度的利用価値 就職試験にとっての有用性 402，408，414，420 .850 .841
公的獲得価値 他者からの肯定的評価を獲得できる価値 403，409，415，421 .826 .799
実践的利用価値 授業内容の職業実践にとっての有用性 404，410，416，422 .848 .853
私的獲得価値 授業を通しての自己成長 405，411，417，423 .850 .864











と適応的 HS を測定する項目，さらには HS そのも





（表 4）。第 1 因子は項目 Q506，508，509 からな
り，すべて HS 回避行動を示す項目である。そのた
めこの因子を「HS 回避因子」と命名した。信頼性
係数は，α＝ .82 だった。第 2 因子は項目 Q502，
505，507 からなり，すべて直接の解を求めるよう
なHS行動を反映している。そのためこの因子を「依
存的 HS 因子」と命名した。信頼性係数は，α＝ .71






第 1 因子は項目 Q506，508，509 からなり 2007
年度調査を同じ項目から構成されている。そのため
「HS 回避因子」と命名した。信頼性係数は，α＝ .81
で あ り 問 題 は な い。 第 2 因 子 は， 項 目 Q501，
505，507 から構成され，すぐに解を求めるような
HS 行動を反映していた。そのため「依存的 HS 因
子」と命名した。しかし，この中で，Q501 は因子
負荷量が 0.382 と低く，信頼性係数もα＝ .60 で
あり，信頼性にやや問題があることがわかった。そ




されているが，Q502，505，507 の 3 項目を依存
的 HS 行動項目と考えることにした。第 3 因子は項
目 Q503，504，511 からなり，2007 年度調査と
表４．2007年度学生を対象とした学生の援助要請行動の因子分析結果











































された。第 1 因子には，項目 Q603，608，613，











3 因 子 は，Q601，606，611，616，625，629，
633，636 の 8 項目の負荷が高かった。これは自
力で解決したいために他者の援助を求めないという
態度を反映する項目だった。そのため「自力解決的
態度因子」と命名した。第 4 因子は，項目 Q604，






れた。第 1 因子は，項目 Q602，605，607，610，
612，615，617，620，622，626，630，635，
637 の 13 項目の負荷が高かった。これらの項目




の 5 項目は，2007 年度調査では第 1 因子に含まれ
た遠慮（Q620）や自信のなさ（Q635）を示す項目と，
2007 年度調査では因子負荷が低いか 2 因子に負
荷が高いため削除されていた項目や否定的評価懸
念を反映する項目だった（Q617，622，626）。第
2 因 子 は，Q603，608，613，618，623，627，
631，632，638 が高い負荷を示していた。これら
の項目は 2007 年度調査の第 1 因子「質問構成困
難因子」を構成する項目が多く含まれている。し
かし，2007 年度調査の Q635，620 が含まれてい
なかった。第 3 因子は，Q601，606，611，616，
621，625，629，633，636 の 9 項目の負荷が高かっ
た。これらの項目は 2007 年度調査の Q621 が含ま
れていなかった。第 4 因子は，Q604，609，614，
619，624，628 の 6 項目の負荷が高く，これは
2007 年度調査の第 4 因子「課題回避的態度因子」
と同一であった。
　以上をまとめると，2 度の調査で尺度項目に残
らなかった項目は，Q634，639 の 2 項目だった。
2007 年度と 2008 年度の調査において，負荷す
る因子に不一致があったのが Q620，635 の 2 項
目，そして各年度一方にしか負荷しなかった項目











第 1 因 子 に は， 項 目 Q603，608，613，618，















α＝ .87（.87）だった。第 4 因子は，項目 Q604，
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表５．学生の無質問行動に対する態度の因子分析







































因子間相関 Ｆ１ Ｆ２ Ｆ３ Ｆ４
Ｆ２ .543
Ｆ３ .042 .225
Ｆ４ .554 .483 .002
削除された項目は以下の通りである。































　 分 析 の 結 果， 年 度 の 主 効 果（F ＝ 4.50，df ＝
1/416，p<.05），入試の主効果（F ＝ 6.27，df ＝














































年度 入試 所属 遂行志向 熟達志向 遂行構造 熟達構造
2007年度
推薦
P 4.21 （1.12） 5.80 （0.64） 2.97 （0.83） 4.75 （0.63）
E 4.67 （1.03） 5.26 （0.88） 3.09 （1.02） 4.51 （0.81）
一般
P 4.40 （0.95） 5.86 （0.60） 2.52 （0.91） 4.75 （0.47）
E 4.48 （1.13） 5.56 （1.09） 3.13 （1.11） 4.53 （1.05）
2008年度
推薦
P 4.36 （1.07） 5.52 （0.72） 3.07 （1.06） 4.73 （0.80）
E 4.20 （1.21） 5.15 （1.01） 3.51 （0.96） 4.16 （0.99）
一般
P 4.32 （0.96） 5.64 （0.69） 2.64 （0.80） 4.79 （0.69）
E 4.63 （1.10） 5.48 （0.83） 3.05 （0.80） 4.39 （0.90）



















年度の有意な主効果（F ＝ 7.12，df ＝ 1/416，p 


















年度 入試 所属 興味価値 制度利用価値 公的獲得 実践利用 私的獲得
2007年度
推薦
P 5.50 （0.80） 5.75 （0.89） 4.25 （0.98） 5.98 （0.82） 4.65 （0.88）
E 4.54 （1.01） 5.73 （0.89） 4.48 （0.99） 5.71 （0.95） 4.74 （1.00）
一般
P 5.36 （0.73） 6.04 （0.63） 4.37 （1.01） 6.27 （0.55） 4.54 （0.86）
E 4.90 （1.24） 5.65 （1.02） 4.46 （1.12） 5.80 （0.94） 4.66 （1.23）
2008年度
推薦
P 5.42 （0.90） 5.77 （0.88） 4.30 （1.20） 5.97 （0.83） 4.78 （1.09）
E 4.44 （1.01） 5.36 （0.95） 4.14 （1.04） 5.42 （0.96） 4.31 （1.28）
一般
P 5.35 （1.01） 5.77 （1.02） 3.97 （1.10） 5.97 （1.07） 4.72 （0.98）





































































































































年度 入試 所属 適応ＴＨＳ 依存ＴＨＳ 回避ＴＨＳ
2007年度
推薦
P 4.13 （0.91） 3.38 （0.87） 3.42 （1.11）
E 4.27 （0.84） 3.48 （0.90） 3.83 （1.39）
一般
P 4.17 （0.98） 2.94 （0.99） 3.79 （1.20）
E 4.56 （1.07） 2.96 （1.12） 3.29 （1.32）
2008年度
推薦
P 4.36 （0.96） 3.37 （0.97） 3.76 （1.24）
E 4.10 （1.18） 3.51 （1.04） 3.91 （1.27）
一般
P 4.52 （0.89） 3.19 （0.90） 3.42 （1.08）









































































































　年度（F ＝ 5.68，df ＝ 1/416，p<.05）と所属（F
＝ 4.36，df ＝ 1/416，p<.05）のそれぞれに有意
な主効果が認められた。2008 年度の学生の方が高












































































































年度 入試 所属 質問構成力不足 否定評価懸念 自力解決 課題回避
2007年度
推薦
P 3.51 （1.21） 2.83 （0.98） 4.17 （0.80） 3.10 （0.99）
E 3.87 （1.23） 3.67 （1.19） 4.33 （1.07） 3.74 （1.17）
一般
P 3.90 （1.20） 3.06 （1.15） 4.10 （1.02） 3.36 （0.88）
E 2.91 （1.68） 2.80 （1.33） 4.20 （0.97） 3.26 （1.42）
2008年度
推薦
P 3.94 （1.17） 3.13 （1.17） 4.05 （0.98） 3.32 （0.92）
E 3.89 （1.25） 3.04 （1.10） 3.94 （0.92） 3.67 （1.00）
一般
P 4.02 （1.35） 2.94 （1.03） 4.30 （0.83） 3.30 （1.01）
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